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退職手当　消防賞じゅつ金　交通共済
消防災害補償　非常勤公務災害　市
町村会館管理　滞納処分等　農業共
済　し尿　ごみ

人
口

26,748男 26,388 26,422

（人）

都市開発

27,957

　那珂市は、東京の北東約１００km余り、茨城県の中央よりや
や北寄りに位置し、県都水戸市や工業都市ひたちなか市と隣
接している。市の北側は久慈川が西から東へ、西側は那珂川
が北西から南東へそれぞれ流れており、久慈川と那珂川の沿
岸に拓けた水田地帯と、この河川に挟まれたほぼ平坦な那珂
台地からなっている。
　市のほぼ中心部に常磐自動車道那珂インターがあり、ＪＲ水
郡線も市内を走っているため、都心へのアクセスも良好であ
る。

③人口・世帯数

54,705
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任 期

議　　　　長
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一般行政職の
平均給料月額

（令和３年４月１日）平成２２年 平成２７年

常住人口国勢調査

444

令和6年3月9日

木野　広宣

人

地域手当
補正後

ラス指数

18,034

平成１７年

25,742

（R３.１.１住基人口）

＜行政組織＞

就任回数

平成31年4月1日全職員数
の  推  移

まっさき　ひかる

谷口　克文

17

令和5年2月12日

1 期目

条例定数

②議会（令和３年５月１日現在）

福田　耕四郎

副市長

63

先﨑　光

歳）

副議長

①長等（令和３年５月１日現在）

長

公営事業
会計関係

党　派　別

3,065

42

22,653

農業就業人口

％1.4

－

総生産額（平成３０年度）

114,082

うち専業農家戸数

1,450

6,252 ％

16,849

147,230

77.5

計

27,852

老齢人口割合

27,854

54,27654,240

女

⑤老齢人口割合

46,335

52,937

20,025

④有権者数（令和３年３月１日現在）

18,889

31.6

27,195

21,076

％

昭和30年3月31日　合併
神崎村　額田村　菅谷町
五台村　戸多村　芳野村　木崎村
平成17年1月21日　編入（市制施行）
瓜連町

5000020082261

法適用（上水　公共下水
農業集落排水）

公営企業 ※令和３年３月31日現在

那珂市（なかし）

http://www.city.naka.lg.jp/

〈 住所 〉
〈 ＴＥＬ 〉

面積

〈 ＦＡＸ 〉
那珂市福田1819番地5
029-298-1111 029-298-0944

市章

類型 ｋ㎡97.82

seisaku-k@city.naka.lg.jp
地方公共
団体コ－ドⅡ－１ 082261

〒 311-0192

〈 Ｈ Ｐ 〉
〈e-mail〉

291

合計

483483

人

百円

全職員数 普通会計関係

任　　　　期

③職員数（令和２年４月１日現在）

うち一般行政関係

現議員数

平成30年4月1日平成29年4月1日

自民1人、公明1人、共産1人、維新1人、無所属13人

99.2

④機構図（令和３年４月１日現在）
世帯数

ラスパイレ
ス指数 区分

女

＜市長＞－＜副市長＞－

企   画   部－秘書広聴課、政策企画課、財政課

総   務   部－総務課、管財課、税務課、収納課、瓜連支所

市民生活部－防災課、市民協働課、市民課、環境課

保健福祉部－福祉事務所－社会福祉課、こども課、介護長寿課
                －保険課、健康推進課

産　 業　 部－農政課、商工観光課
　
建　 設　 部－都市計画課、土木課

＜下水道事業管理者＞－下水道課

＜水道事業管理者＞－水道課

＜会計管理者＞－会計課

＜監査委員＞ー監査委員事務局

＜議会＞－議会事務局

＜農業委員会＞－農業委員会事務局

＜教育委員会＞
＜教育長＞－教育委員会事務局　教育部 －学校教育課、生涯学習課

＜消防長＞－消防本部－総務課、予防課、警防課、東消防署、西消防署

2,007

②産業構造

④特産物

54,547

製造品出荷額等

23,682

男

③農業・工業・商業

製造業

農業

第１次

第３次

2,930

（H30.1.1～12.31）

％20.6

有権者数

＜産業・経済＞

卸・小売業

第２次

区分 就業人口（平成２７年国調）

億円

①生産・所得（平成３０年度）

（平成２８年６月１日）

人口1人当り住民所得

（人・百万円）

68.6

2,790

(百万円・人）

千円

5.9

％

26,120総額・総数

農家数

25.5

－

393

従業者数

75,564

％

72

事業所数
年間販売額 

2,376

480

30,321

億円

法人番号

一部事務組合加入事業

＜概要＞

1,495住民所得

①沿革

地域指定

②地勢・風土等

市町村内
総生産 1,472

かぼちゃ（那珂かぼちゃ、恋するマロン）、さつまいも（ほしいも）、
なす（奥久慈なす）、ごぼう、那珂市特産品ブランド認証品

（平成２７年２月１日）

（令和元年６月１日）

従業者数
（H27.1.1～12.31）

％

事業所数

1,9152,357



子育て支援事業 R3
民間保育所等児童入所事業、民間保育所等支援
事業、保育士就労支援事業、民間保育所等整備
事業、子育て世代包括支援センター事業

1,401

教育環境整備事業 R3
外国語指導助手設置事業、学習指導員等配置事
業、教育支援センター設置事業、校務支援システ
ム整備事業、小中学校施設整備事業、小中学校
施設大規模改造事業

186

産業・観光振興事業 R3
活力あふれるまちづくり検討事業、いい那珂オフィ
ス創業支援事業、特産品ブランド化推進事業、６次
産業化推進事業、静峰ふるさと公園魅力向上事
業、いい那珂サイクルプロジェクト推進事業

47

R3
いい那珂暮らし促進事業、いい那珂暮らし応援子
育て世帯住宅取得助成事業、いい那珂協力隊推
進事業、シティプロモーション推進事業、空き家等
対策事業

災害対策事業 R3
冠水対策推進事業、防災訓練実施事業、自主防
災組織育成事業、避難所整備事業、木造住宅・ブ
ロック塀等耐震化推進事業、消防団車両整備事業

82

73

生活排水整備事業 R3 公共下水道整備事業、農業集落排水整備事業、
浄化槽設置補助事業 936

移住・定住促進事業

概　 算
事業費

か所公民館等

（百万円）

1

①主要施策実施状況

内　　　容期間名　　称

＜主要施策等＞

汚水処理普及率 ％83.3

＜財政状況＞

実質収支

△ 6.6

0.2

△ 3.2

1.2

△ 34.3

△ 12.7

8 37

26.7

か所

か所

保育所 ※１

認定こども園 ※１

公営住宅

園1

戸

校

プ－ル

9

5

病院・一般診療所か所

道路改良率

277

図書館

中学校 ※１

義務教育学校 ※１

園

か所

か所0児童館

347,872

0

か所1校

350,806

3,294,8873,420,435

( 46.0

96.9

[96.9]

）

96.3

市町村民税・法人
（構成比）

(

( 37.1

7,158,833

体育館

）

2,729,878

）（

[96.5]

3

※１は令和２年度

1

3幼稚園 ※１

△ 14.0

（千円・％）

徴収率
[  ]は県平均値

④市町村税の状況（令和元年度）

調定額

37.0

市町村民税・個人
（構成比）

収入額

）

97.4

[96.8]

99.2

[98.8]）4.9

2,658,572

か所36

％

％51.4

99.4上水道等普及率

老人福祉施設

道路舗装率

％

△ 104

2,169地方債

121

10.3 △ 3

1.6

義務的経費 10,016

60

264

18.6

うち繰入金

歳　　　出

24.8

うち臨財債

その他

20,088

49 △ 523

－

0.2

人件費

普通建設事業費

5,238

扶助費

2,279

1,624

7,793

うち繰出金 2,685

うち単独

19.4

公債費

10.6

476

投資的経費

21.5

その他の経費

2.4

11.3

8.1

2,130

うち補助 △ 248

3,889

9.0

285

△ 81

7.1

△ 4.3

2.7

△ 0.1

3.1

△ 3.9

△ 91.4

0.6

）

増減額

0.9

増減率

（百万円・％）

-

固定資産税
（構成比）

（

4.7（

-

0.4

7,387,322

校小学校 ※１

市町村税合計
（国保除く）

46.3

＜公共施設整備状況＞（令和元年度）

区分

-

0.9

1,061,085

0.6

-

20,088,442

－

10.5

構成比決算額

51,164

区　　分

2,641

7,159

12.5国庫支出金

21,150

3,943

185歳　　　入

②主な歳入・歳出（令和元年度）

①決算収支

歳　　出

歳　　入

区分

998,031

△ 49,054

△ 149,132

20,965,178

地方債現在高（A)

17

△ 160

△ 309

実質単年度収支

252

120

△ 53

49.9

641 3.0

地方交付税

地方税

△ 214

30

38.8

4,320

[15,286]

＜主要課題＞
　・協働のまちづくりの推進
　・少子・高齢化社会への対応
　・防災対策の強化
　・産業の振興
　・道路、下水道などの生活基盤整備
　・行財政改革の推進
　＜特色ある行政＞
　・まちづくり活動の啓発・促進（活動紹介イベントの開催、人材育成のための
　　補助制度や講座の実施など）
　・子育て世代包括支援センター主導の切れ目ない子育て支援
　・小中一貫教育、英語教育の充実、ICTを活用した教育の推進
　・創業支援施設「いぃ那珂オフィス」での一体的な創業・移住相談業務
　・地域おこし協力隊の導入による地域の活性化
　・那珂インターチェンジ周辺開発による地域活力の向上
　・市民サービスの向上　（証明書コンビニ交付、市税のキャッシュレス納入など）

②今後の主要課題・特色ある行政等

14,705

・普通会計に関する主な指標

[6,586]

百万円

％

[92.4]

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

百万円

[25,735]

[0.707]

標準財政規模（令和２年度）

財政力指数（令和２年度）

( 350.0 )

％

百万円

3.9

[24,221]

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

債務負担行為支出予定額（B)

(18.03 )

％

( 25.0 )

％

-

③主要指標（令和元年度）

-

(13.03 )

0.651

・健全化判断基準

連結実質赤字比率

％実質赤字比率

13.4

積立金現在高（C)

2,095

5,655

93.1

12,227

18,265

（千円・％）

令和元年度決算 増減率平成３０年度決算

21,149,527

19,967,147

744,597

形式収支

893,729

1,807

52,211単年度収支

33.8

32

[5,072]

百万円

[41.9]

[6.7]

6.8

経常収支比率

将来負担比率

百万円

実質公債費比率


